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第１章 税制改革に当たっての基本的考え方

２．税制改革の視点
第五に、地域主権を確立するための税制を構築していきます。地域再生のためには

もちろんのこと、市民に一番身近な自治体が、自らの権限と責任で自らの税制のあり
方を定め、そこから得られる税収によって住民が求める行政サービスを提供すること
は、納税者としての意識を高め、税の無駄遣いを防ぐことにもつながります。今後、
地域主権を確立するためには、国と地方の役割分担の大幅な見直しと併せて、それぞ
れの担う役割に見合った形へと国・地方間の税財源の配分のあり方を見直します。

第３章 各主要課題の改革の方向性

喫緊の課題である地球温暖化対策を推進するためには、地域において主体的な取組
を進め、地球環境に貢献することが求められています。
ＣＯ２の排出を抑制するためには、地方税においても、すでに軽油等に課税してい

ることを踏まえ、燃料や自動車に対して、環境への負荷に応じた措置を行うことが必
要です。
また、地方公共団体は、地球温暖化対策について様々な分野で多くの事業を実施し

ています。このような地方の役割を踏まえ、地球温暖化対策のための税を検討する場
合には、地方の財源を確保する仕組みが不可欠です。

７．個別間接税

（３）暫定税率、地球温暖化対策のための税等

④ 地方環境税の検討

９．地域主権の確立に向けた地方税財源のあり方
（１）国と地方の税源配分のあり方の見直し

地域主権改革を推進し、国の役割を限定して、地方に大幅に事務事業の権限を移譲
します。国と地方の役割分担を踏まえるとともに、地方が自由に使える財源を拡充す
るという観点から国・地方間の税財源の配分のあり方を見直します。
社会保障など地方行政を安定的に運営するための地方消費税の充実など、税源の偏

在性が少なく、税収が安定的な地方税体系を構築します。
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直轄事業負担金制度の廃止に向けた工程表（素案） 
 

平成２２年１月１４日     

直轄事業負担金制度等に関する 

ワーキングチーム決定   

 
 

○平成２１年度 

・平成２１年度分の直轄事業負担金について、当初予定額通知の内容を見

直すこととし、都道府県等に対し詳細な内訳書を提示する。 

 

 

○平成２２年度 

・直轄事業負担金制度の廃止への第一歩として、次期通常国会に、平成２

２年度から維持管理に係る負担金制度を廃止する法案を提出する。ただ

し、経過措置として、平成２２年度に限り、維持管理のうち特定の事業

に要する費用については、その対象を明確にした上で、地方から負担金

を徴収する（平成２３年度には維持管理費負担金を全廃する）。 

 

・維持管理に係る土地改良事業については、農業者等の受益者負担を維持

しつつ、都道府県負担分を廃止し、関連する政令を改正する。 

 

・直轄事業負担金の業務取扱費を全廃し、併せて公共事業に係る補助金の

事務費も全廃する。 

 

 

○平成２２年度～平成２５年度まで 
・直轄事業負担金の問題は、国と地方の役割分担の在り方や今後の社会資

本整備の在り方等、地域主権の実現に関する様々な課題と密接に関連す

るため、これとの整合性を確保しながら、関連する諸制度の取扱いを含

めて検討を行い、マニフェストに沿って現行の直轄事業負担金制度の廃

止とその後の在り方について結論を得る。 

  このため、本ワーキングチームにおいて、必要に応じ地方の意見を聞

きながら、検討を進める。 

5



国の直轄事業に係る都道府県等の維持管理負担金の廃止等のための関係
法律の整備に関する法律 

 国が管理する道路、河川等の維持等に要する費用に係る都道府県等の負担金を廃
止する等のため、関係法律の規定について所要の改正を行う。 

 国が行う道路、河川等に関する事業（直轄事業）について、受益者負担の観点
から、都道府県等がその費用の一部を負担 

従前制度の概要 

  

見直しの概要 

○ 直轄事業負担金制度の廃止への第一歩として、平成２２年度から維持管理  
負担金を廃止【法律】 

 
 
 
 
 

          
 負担金を廃止【法律】 
 ※ 経過措置として、平成２２年度に限り、維持管理のうち特定の事業（※） 
  に要する費用については、その対象を明確にした上で、都道府県等から負  
  担を徴収 

 ○ 併せて、直轄事業負担金の業務取扱費を全廃するとともに、公共事業に係   
   る補助金の事務費も全廃【予算】 

直轄事業の負担率（道路の場合）直轄事業の負担率（道路の場合）

Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 

新設・改築 
 国  : 2/3 
 地方 : 1/3 

 国  : 2/3 
 地方 : 1/3 

 国  : 2/3 
 地方 : 1/3 

特定の事業（※）
 国 : 5.5/10 国 : 5.5/10  国  : 10/10

特定の事業（※） 
国 /

 地方 : 4.5/10 
国 /

 地方 : 4.5/10 
国 /

 地方 :  0/10 

維持管理 
 国  : 5.5/10 
 地方 : 4.5/10 

 国  : 10/10 
 地方 :  0/10 

 国  : 10/10   
 地方 :  0/10 

（※）特定の事業：安全性の確保等のために速やかに行う必要のある特定の維持管理 
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